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Ⅰ 事業の背景 

 

事業対象地である坂田東西保留地は、桶川市（以下、「市」という。）の東側、JR 桶川

駅から直線で約 1.7km に位置し、周辺は坂田東地区・坂田西地区の土地区画整理事業によ

り、道路、下水及び公園といった都市基盤が整理された住宅地となっており、今後も人口

増加が見込まれる地区である。 

さらに、平成 27年 10 月、圏央道における桶川北本インターチェンジから白岡菖蒲イン

ターチェンジ区間の開通に伴い、桶川加納インターチェンジが供用開始され、交通や流通

の面で利便性が高まっている地区である。 

市では、平成 23年 4月、「第五次総合振興計画」を策定し、事業対象地の周辺を「地域

生活拠点」に位置付け、日常生活に必要な商業、医療・福祉、公共サービス及び公園緑地

などを集約し、利便性の高い安心して住み続けられる「歩いて暮らせるまちづくり」の形

成を図ることとしている。 

 

  

出典：桶川市第五次総合振興計画後期基本計画/桶川市 

図 1 土地利用構想図 

（事業対象地の詳細は「参考１：事業対象地の概要」参照） 

  

事業対象地 
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Ⅱ 事業内容に関する事項 

 

１．事業の名称 

桶川市坂田地区公共施設等整備事業（以下「本事業」という。） 

 

２．事業の目的 

本事業は、「第五次総合振興計画」等の上位計画での位置付けや、市民アンケート結果

による市民意向等を踏まえ、「生活利便」「健康長寿」「生涯学習」を基本に、日常生活の

利便性の向上に加え、地域の交流や活動等コミュニティの醸成の場となる公共機能と民間

機能が複合した施設整備を目的とする。 

（詳細は「参考２：事業対象地への導入機能イメージ」参照） 

 

３．事業の概要 

本事業は、「公共施設」、「民間施設」、「その他施設」（以下、「本施設」という。）を整備

する。 

本施設の施設形態（分棟、合築）や配置、階数は事業者による提案を原則とし、周辺地

域の環境等に充分配慮したものとする。詳細については、別途、要求水準書（案）で示す。 

 

（１）公共施設 

①体育室 

②軽体育室 

③図書室 

④多目的室 

⑤音楽室 

⑥東部連絡所（※導入については、現在検討中） 

 

（２）民間施設 

民間施設の用途や規模については、事業者提案とする。なお、青少年に有害な影響

を与える興業・物販・サービスは対象外とする。 

 

（３）その他施設 

①駐車場 

本施設利用者のための駐車場を整備。 

②駐輪場 

本施設利用者のための駐輪場を整備。なお、自動二輪車の駐車にも配慮する。 

③外構施設 
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（４）建築物の形態等の制限 

周辺環境との調和や維持・保全を図る観点から本施設の形態等の制限を以下のとお

りとする。また、これらの制限については、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）

第１２条の５の規定に基づく地区計画により制限を行う予定である。 

建築物等の形態等の制限内容 

■ 建築物等の用途の制限 

 次に掲げる建築物は建築してはならない。 

(1) ホテル又は旅館 

(2) 自動車教習所 

(3) 畜舎（ペットショップ、動物病院に附属するものを除く） 

(4) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの（開放され一定の照度が確保されているゲームセンター

を除く） 

(5) 葬儀場 

(6) ペットの火葬場 

(7) 火薬類、ガス等の貯蔵及び処理施設（石油類を除く） 

■ 壁面の位置の制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離は次のとおり

とする。 

５．０ｍ以上 

 ただし、次の項目に該当する場合においてはこの限りでない。 

(1) 物置、その他これに類する用途に供するもので、軒の高さが２.３ｍ以下で、

かつ、床面積の合計が５.０㎡以内のもの 

(2) 自動車車庫及び自転車車庫で、軒の高さが２.３ｍ以下のもの 

■ 建築物等の高さの最高限度 

２０ｍ 

 ただし、次の項目に該当する場合においては、この限りでない。 

(1) 階段室、昇降機塔、装飾塔その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投

影面積の合計が当該建築物の建築面積の１/８以内の場合においては、その部

分の高さは、５ｍまでは、当該建築物の高さに算入しない。 

(2) 棟飾り、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物は、当該建築

物の高さに算入しない。 

■ かき又はさくの構造の制限 

 道路に面する側のかき又はさくの構造は次の項目に該当するものとする。 

(1) 生垣 

(2) 高さ６０㎝以下の基礎の上に透視可能なフェンス・さくを施したもので、そ

の高さの合計が宅地地盤面から１.８ｍ以下のもの 

(3) 高さ６０㎝以下の基礎の上に植栽を施したもの 

(4) 門柱及びこれに付属するそで壁等でその長さの合計が１.５ｍ以内のもの、

及び門扉等で、その高さが宅地地盤面から１.８ｍ以下のもの 

(5) (1)から(4)を組み合わせたもの 
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４．事業手法（形態）等 

（１）事業スキーム 

本事業は、市の所有地に事業用定期借地権を設定し、事業者が本施設を所有する。

市は、事業者から公共施設部分を賃借する。 

事業者は、事業対象地内の東部区画整理推進事務所の解体、公共施設の設計、建

設、維持管理に加え、民間施設とその他施設の設計、建設、維持管理、運営を行う

ものとする。 

 

事業スキーム図 

 

模式図 

 

 

（２）事業用敷地 

①所 在･･･桶川市坂田東 2丁目 3番地 1.2.3 

坂田西特定土地区画整理事業 仮換地 118 街区 1.2.3.4 画地 

②面 積･･･17,299.25 ㎡ 

③条 件･･･事業用定期借地権（借地借家法第 23 条第 1項） 

④賃貸借期間･･･30 年 

 

（３）公共施設の借受 

①形 態･･･施設完成後、市が事業者から賃借 

②賃貸借期間･･･約 28 年（30年から設計・建設期間を除いた期間とする） 

③賃 料･･･市が決定する基準（事業期間の総額：募集要項で提示）以下で事業

者の提案とする。なお、保証金（敷金）は支払わないものとする。 

④賃貸借期間終了時･･･事業者は、事業用定期借地権契約終了日までに原状（更地）

に復して、市に返還することを原則とする。 

土地所有：市

【民間施設】
（民間所有）

事業用定期借地権：民間

【公共施設】
（民間所有）

テ
ナ
ン
ト

賃貸

市賃貸

（運営） 
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５．事業スケジュール（予定） 

本事業の事業スケジュール（予定）は、以下のとおりである。 

 

表 1 事業スケジュール（予定） 

年月 事業内容 

平成 28 年 7 月 8 日 実施方針、要求水準書（案）の公表 

平成 28 年 9 月下旬 要求水準書、募集要項の公表 

平成 28 年 12 月下旬 提案書受付 

平成 29 年 1 月下旬 優先交渉権者の決定 

平成 29 年 2 月中旬 基本協定の締結 

平成 29 年 3 月下旬 事業契約等の締結 

平成 31 年 3 月 竣工（施設の供用開始） 
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６．市と事業者の業務分担 

市と事業者の業務分担は下表のとおりとする。なお、詳細については要求水準書（案）

で示す。 

 

表 2 官民業務分担 

主要分類 主な業務項目 
業 務 

市 事業者 

施設整備業務 

（施設の設計、建設） 

東部区画整理推進事務所の解体 

（解体設計含む） 

 
○ 

公共施設部分の性能規定 ○  

公共施設の設計・建設  ○ 

民間施設の設計・建設  ○ 

その他施設の設計・建設  ○ 

工事監理  ○ 

各種申請及び登記  ○ 

什器・備品の調達（公共施設部分のみ） ○ ○ 

維持管理業務 

（清掃、保守管理、警備等） 

公共施設の維持管理 「表 3」参照 

民間施設の維持管理  ○ 

その他施設の維持管理  ○ 

公共施設の大規模修繕（設備含む）  ○ 

民間施設の大規模修繕（設備含む）  ○ 

その他施設の大規模修繕  ○ 

運営業務 
民間施設の運営  ○ 

その他施設の運営  ○ 

 

表 3 公共施設の維持管理業務分担 

業務項目 業務範囲 
業 務 

備   考 
市 事業者 

公共施設の

維持管理 

建物（躯体）  ○  

空調・電気設備  ○  

什器・備品 ○   

清掃・警備  ○  
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７．市の費用負担 

   市は、公共施設部分を事業者から賃借し、公共施設部分の設計、建設及び維持管理業務

の対価として、事業期間中にわたり賃料を支払う。 

なお、公共施設賃料等の構成は以下のとおりとする。 

 

支払いの対象となる業務 

① 初期投資相当分 

a.設計業務 

b.工事監理業務 

c.解体撤去業務（東部区画整理推進事務所） 

d.建設業務 

e.開館準備業務 

② 維持管理相当分 

a.各業務共通事項（報告書作成、緊急時対応等） 

b.保守・点検業務 

c.清掃業務 

d.警備業務 

e.修繕・更新業務（大規模修繕含む） 

f.その他施設の維持管理業務 

③ その他業務費 保険料、公租公課、地代等（公共負担割合分） 
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Ⅲ 事業者選定等に関する事項 

 

１．事業者の選定方法 

（１）募集方式 

事業者の選定は公募型プロポーザル方式とし、事業者から、本事業に関する提案

を求める。 

 

（２）事業者の選定 

公募により応募者の提案書を受け付け、審査を経て優先交渉権者を選定する。市

は、優先交渉権者を選定するため、「桶川市坂田地区公共施設等整備事業者選定委

員会」（以下「選定委員会」という。）を設置する。 

選定委員会での選定結果を踏まえ、市が優先交渉権者、次順位交渉権者を決定し、

その後の協議等を経て、基本協定・事業契約等を締結する。 

 

（３）事業者との直接対話 

本事業及び募集の趣旨について、事業者の理解促進を図るため、募集要項等の公

表に先立ち、市と事業者との直接対話を実施する。 

 

直接対話 1 回目

の開催日時 

第１回 平成 28 年 7 月 22、25、26 日 

    9 時～12 時 13 時～16 時 

会場 応募者に対して、別途、市から会場を通知する。 

申込期限 平成 28 年 7 月 15 日（金）17時まで 

参加申込方法 別紙１「桶川市坂田地区公共施設等整備事業 桶川市と事

業者との直接対話 参加申込書」に記入し、上記の申込期限

までに「参考４：実施方針等に関する問合せ先」に示す E-mail

に送付する。送付に当たり、件名は「桶川市坂田地区公共施

設等整備事業・直接対話申込 ●●」（●●は提出企業名）と

する。 

参加人数 1 社 3名以内とする。 

対話内容 原則、非公表 

※対話内容は市の判断により、募集要項に反映する。 

留意事項 当日は本資料の配付を行わないため、実施方針等については、

応募者において持参すること。 
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２．事業者の募集及び選定スケジュール 

事業者の募集・選定スケジュール（予定）は以下のとおりとする。 

日    程 ス ケ ジ ュ ー ル 

平成 28 年 7 月 8 日（金） 実施方針、要求水準書（案）の公表 

7 月 15 日（金） 直接対話申込期限 

7 月 22、25、26日 直接対話（第 1 回）の実施 

8 月 5 日（金） 実施方針、要求水準書（案）に関する質問締切 

8 月 26 日（金） 実施方針、要求水準書（案）に関する質問への回答 

9 月下旬 要求水準書、募集要項の公表 

10 月中旬 直接対話（第 2 回）の実施 

10 月下旬 要求水準書、募集要項に関する質問受付 

11 月中旬 要求水準書、募集要項に関する質問への回答 

12 月下旬 提案書の受付 

平成 29 年 1 月下旬 優先交渉権者の決定 

2 月中旬 基本協定の締結 

3 月下旬 事業契約の締結 

 

３．応募者の構成及び資格等 

（１）応募者の構成等 

応募者の構成等は次のとおりとする。 

① 応募者は、本事業を行う企画力、資本力等経営能力を備えた単独企業（以下「応

募企業」という。）又は、複数の企業により構成されるグループ（以下「応募

グループ」という。）とする。応募グループの場合、代表企業を定めること。 

※ 提案書提出以降における構成員の変更及び追加は原則として認めない。 

② 応募企業または応募グループの構成員は、他の応募グループの構成員となるこ

とはできない。 

③ 応募企業または応募グループは、複数の提案をすることはできない。 

※ 本事業を実施するに当たり、本事業の実施のみを目的とする新たな会社（会

社法（平成 17 年法律第 86 号）に基づく株式会社とする。）を設立して事業

を実施する場合は、応募時点でその旨を記載すること。 

 

（２）応募者の資格 

応募者の資格は次のとおりとする。 

①本施設を保有する事業者は事業対象地の借地、提案施設の設計・建設を行い、契

約期間中継続して施設を維持管理できる資力と企画力を有する者であること。 

②設計業務を行う企業は次の要件を満たしていること。 

(ア)建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23条の規定に基づく一級建築士事務

所の登録を行っていること。 

(イ)過去 10 年以内に提案内容と同等規模以上の公共施設の設計実績があること。   
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（３）応募企業及び応募グループの構成員の制限 

次のいずれかに該当する者は、応募企業又は応募グループの構成員となることは

できない。 

①地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者。 

②会社法（平成 17 年法律第 86号）第 511 条の規定による特別清算開始の申立てが

なされている者。 

③破産法（平成 16 年法律第 75号）第 18 条又は第 19 条による破産の申立て（同法

附則第 3 条の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係る同法

による廃止前の破産法（大正 11 年法律第 71号）第 132 条又は第 133 条による破

産の申立てを含む。）がなされている者。 

④会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17条の規定による更生手続開始の申立

て（同法附則第 2条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係

る同法による改正前の会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号）第 30条の規定によ

る更生手続開始の申立てを含む。）がなされている者。 

⑤民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21条の規定による再生手続き開始の申

し立てがなされている者。 

⑥暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 

号）第 2 条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその構成員の統制

下にある者。また、暴力団員及びその利益となる活動を行っている者が含まれて

いる者。 

⑦桶川市建設工事等の契約に係る入札参加停止等の措置要領 （平成 6 年桶川市告

示第 33 号）により、入札参加停止の措置を受けていないこと。 

⑧最近 1年間の法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納している者。 

⑨選定委員会の委員が属する企業。 

 

（４）資格基準日  

上記（２）及び（３）の参加資格確認基準日は、提案書の提出時から基本協定の

締結時に至るまでの期間とする。 
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４．提案審査及び事業者の選定 

 

（１）審査に関する基本的考え方 

応募された事業提案については、選定委員会による提案の審査及び優秀提案の特定

を行い、その結果をもとに市が優先交渉権者を決定する。 

 

（２）審査方法 

優秀提案の選定に当たっては、事業計画に関する提案（資格要件、設計・建設、

維持管理、資金計画等）と価格に関する提案を総合的に評価する。 

なお、具体的な審査基準や配点については、募集要項等において明示する。 

 

（３）審査結果の公表 

審査結果は各応募者へ個別に通知するほか、市ホームページで公表する。 

 

 

５．その他 

 

（１）事業者の募集等について 

①費 用 負 担･･･提案書の作成等、応募に必要な費用は、応募者の負担とする。 

②虚偽の記載･･･応募者が提出した提案書等に虚偽の記載がある場合は、応募を無効

とする。 

③そ の 他･･･その他詳細事項については、募集要項等で明示する。 

 

（２）事業者の選定等について 

①審査基準･･･別途、公表する募集要項等において明示する。 

②応募書類の取扱･･･応募書類について、桶川市情報公開条例（平成 13年桶川市条例

第 13号）の規定による請求に基づき、第三者に開示する場合が

ある。但し、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位そ

の他正当な利害を害するおそれがあると認められる情報は、非

公開となる。 

③そ の 他･･･その他必要な事項については募集要項等で明示する。 
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Ⅳ 参 考 

 

参考１：事業対象地の概要 

    事業対象地の概要を以下に示す。 

所在地 桶川市坂田東 2丁目 3番地 1.2.3 

坂田西特定土地区画整理事業 仮換地 118 街区 1.2.3.4 画地 

敷地面積 17,299.25 ㎡ 

供給処理施設 電気、ガス、水道、公共下水道 

法規制 用途地域：第 2種住居地域 

建ペイ率：60% 

容積率：200% 

その他：地区計画あり（坂田東地区、坂田西地区） 

 ※事業実施に当たり、既往の地区計画の変更を前提とする。 

その他 ・一部、埋蔵文化財包蔵地あり、但し、発掘調査は市が実施する。 

・雨水排水流出抑制施設の設置（500t/ha） 

位置図 

 

出典：Google Map 

 

 

  

事業対象地 0 100m 
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参考２：事業対象地への導入機能イメージ 

 本事業の導入機能イメージを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上位計画 ＜桶川市第五次総合振興計画（基本構想）＞ 
・集約型都市構造の形成 

・歩いて暮らせるまちづくり 

・安心して住み続けられるまちづくり 

・地域生活拠点の形成 

・日常生活に必要な施設を地域毎に集約 

現況整理 
・坂田地区では将来、人口増加の傾向が見込まれている。 

・事業対象地周辺には、小中学校や公園など公共施設が立地している。 

・スーパーマーケットやドラッグストア等の生活利便施設が立地している。 

アンケート結果 
 

 市民アンケート 

■ニーズの高かった公共機能（上位 3位） ■ニーズの高かった民間機能（上位 3位） 
 
①運動などの健康増進機能          ①医療機関 

②図書館等の学習機能            ②生鮮品等を取り扱う専門店 

③高齢者の交流機能             ③スーパーマーケット等の大型店舗 

導入機能のイメージ  以上を踏まえて、導入機能は以下のように設定する 

 

公共機能と民間機能が複合した施設づくり 
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参考３：市と事業者の責任等の分担について 

市と事業者とのリスク分担を以下に示す。 

 

表 4 市と事業者のリスク分担表 

段階 リスクの種類 リスクの内容 
リスク分担 

市 事業者 

共 
 

通 

公募資料リスク 公表資料の誤りに関するもの ○  

応募リスク 提案書の作成等、応募に必要な費用に関するもの  ○ 

議会の議決リスク 議会の議決が得られない場合によるもの ○ ○ 

法令等関連リスク 

公共施設に影響を及ぼす法令（税制含む）の新設・変更に

よるもの 
○  

民間施設、その他施設に影響を及ぼす法令（税制含む）の

新設・変更によるもの 
 ○ 

許認可遅延リスク 

市が取得すべき許認可の取得・維持に関するもの ○  

事業者が取得すべき許認可（建築確認等）の取得・維持に

関するもの 
 ○ 

物価変動リスク 事業期間中のインフレ・デフレ △※ ○ 

人件費変動リスク 事業期間中の人件費のインフレ・デフレ △※ ○ 

金利変動リスク 金利の変動によるもの  ○ 

不可抗力リスク 

公共施設における天災・暴動等の不可抗力によるもの ○  

民間施設及びその他施設における天災・暴動等の不可抗力

によるもの 
 ○ 

環境問題リスク 

市の業務に起因するもの（有害物質の排出・漏洩、騒音、振

動、臭気等） 
○  

事業者の業務に起因するもの（有害物質の排出・漏洩、騒音、

振動、臭気等） 
 ○ 

民間施設リスク 民間施設の設計・建設・維持管理・運営に関わるリスク  ○ 

近隣対応リスク 

本事業に対する住民反対運動等に関するもの（事業者が

行う業務に起因するもの） 
 ○ 

本事業に対する住民反対運動等に関するもの（上記以外

のもの） 
○  

資金調達リスク 
市の資金調達による事業の遅延、不履行 ○  

事業者の資金調達による事業の遅延、不履行  ○ 

事業中止リスク 
市の事由による水準の変更や債務不履行等 ○  

事業者の事業放棄、経営破綻によるもの  ○ 

設
計
段
階 

設計変更リスク 
市の事由により設計変更により生じる費用、損害 ○  

事業者の事由により設計変更により生じる費用、損害  ○ 

測量・調査リスク 
市が実施した測量・調査に関するもの ○  

事業者が実施した測量・調査に関するもの  ○ 

設計業務遅延リスク 
市の事由により設計業務が完結せず発生する損害 ○  

事業者の事由により設計業務が完結せず発生する損害  ○ 

建
設
段
階 

用地リスク 

ボーリング調査や文化財調査、土壌汚染調査等により、市

が事前に把握し、事業者に情報公開しているもの 
 ○ 

上記以外に予見できないもの ○ △ 

工事監理リスク 本施設の工事監理に関するもの  ○ 

性能リスク 要求水準不適合（施工不良を含む）によるもの  ○ 

工事遅延リスク 

市の責めに帰すべき事由（設計変更、工程計画変更等）に

よるもの 
○  

事業者の責めに帰すべき事由（設計変更、工程計画変更

等）によるもの 
 ○ 

○：リスク負担者 

△：一部リスク負担者 
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段階 リスクの種類 リスクの内容 
リスク分担 

市 事業者 

建
設
段
階 

工事費増大リスク 

市の責めに帰すべき事由（設計変更、工程計画変更等）に

よるもの 
○  

事業者の責めに帰すべき事由（設計変更、工程計画変更

等）によるもの 
 ○ 

施設の損傷リスク 竣工前の本施設に対する損傷  ○ 

第三者賠償リスク 
市の責めに帰すべき建設工事による第三者への損害 ○  

事業者の責めに帰すべき建設工事による第三者への損害  ○ 

維
持
管
理
段
階 

性能リスク 要求不適合（施工不良を含む）によるもの  ○ 

瑕疵担保リスク 本施設に関する瑕疵担保責任  ○ 

維持管理費上昇 

リスク 

市の責めに帰すべき事由による維持管理、修繕費の増大 ○  

事業者の責めに帰すべき事由による維持管理、修繕費の

増大 
 ○ 

大規模修繕リスク 大規模修繕及び更新にかかる費用の負担  ○ 

施設損傷リスク 

市の責めに帰すべき事由による本施設の損傷 

（市職員等の過失等による本施設の劣化及び事故・火災等

による損傷） 

○  

事業者の責めに帰すべき事由による本施設の損傷 

（事業者の過失等による本施設の劣化及び事故・火災等に

よる損傷） 

 ○ 

第三者賠償リスク 
市の責めに帰すべき維持管理による第三者への損害 ○  

事業者の責めに帰すべき維持管理による第三者への損害  ○ 

備品の紛失・ 

損傷リスク 

市職員等による本施設の備品の紛失・損傷 ○  

事業者による本施設の備品の紛失・損傷  ○ 

利用者による本施設の備品の盗難・損傷 ○ ○ 

セキュリティリスク 本施設のセキュリティに関するもの  ○ 

利用者対応リスク 
事業者の業務範囲に係る利用者からのクレーム  ○ 

公共サービスの方針等の上記以外のクレーム ○  

民間テナントリスク 民間テナントの空室による損失  ○ 

契約 

終了 
建物除却リスク 建物除却に伴う費用や用地の原状回復に係る費用  ○ 

※：物価変動等により一定程度を超える割合で増減した場合、調整するものとする。詳細な調整方法について

は、募集要項等において提示する。 
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参考４：実施方針等に関する問合せ先 

 

実施方針や要求水準書（案）に関する問い合わせは以下のとおりである。 

なお、意見・質問の提出の有無や内容が事業者の審査に影響を及ぼすものではない。 

 

（１）受付期間 

   平成 28年 7月 22 日（金）～平成 28年 8月 5 日（金） 

 

（２）提出方法 

   別紙２「桶川市坂田地区公共施設等整備事業に関する意見及び質問」に記入し、下

記の事務局まで E-mail で送付。 

 

（３）その他 

   意見・質問書を寄せられた事業者には、後日内容確認のため、必要に応じてヒアリ

ングを行うこともある。 

 

 

   【事務局】 

桶川市企画財政部企画調整課 大型プロジェクト推進担当 向井 篠原 岡田 

T e l：048-786-3211（内線 1225、1228） 

F a x：048-786-9866 

E-mail：kikaku@city.okegawa.lg.jp 

 


